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１．実施概要 

（１）保安検査実施期間（詳細日程は別添参照） 

自 平成２９年５月２２日（月） 

至 平成２９年６月９日（金） 

 

（２）保安検査実施者 

玄海原子力規制事務所 

今枝 俊幸 

鈴木 紳一 

河原田 潔 

松岡 徹之 

堤  康幸 

福原 大輔 

 

 

２．玄海原子力発電所の設備及び概要 

号炉 出力(万 kW) 運転開始年月等 廃止措置状況等 

１号炉 ５５．９ 

運転開始： 

昭和５０年１０月１５日 

運転終了： 

平成２７年 ４月２７日 

廃止措置中 

（第一段階) 

平成２９年 ４月１９日～ 

 

 

３．保安検査内容 

今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、立入り、物件検査、関係者への質

問により、保安規定の遵守状況を確認するとともに、日々実施している廃止措置管理状況の

聴取、記録確認、発電用原子炉施設の巡視、定例試験等への立会についても保安検査と

して実施した。 

 

（１）基本検査項目 

①廃止措置計画の認可を踏まえた検査 

②工事管理の実施状況（抜き打ち検査） 

 

（２）追加検査項目 

なし 
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４．保安検査結果 

（１）総合評価 

今回の保安検査では「廃止措置計画の認可を踏まえた検査」及び「工事管理の実施状

況（抜き打ち検査）」を基本検査項目として選定し、検査を実施した。 

基本検査の結果、「廃止措置計画の認可を踏まえた検査」については、認可された保安

規定を受けて、第２章品質保証、第３章保安管理体制、第４章廃止措置管理、第５章燃

料管理、第６章放射性廃棄物管理、第７章放射線管理、第８章保守管理、第９章非常

時の措置及び第１０章保安教育の各章において下位規定である基準、要領等の社内規定

類が制定又は改正され、廃止措置業務が適切に運用できる体制にあることを確認した。 

ただし、廃止措置段階の工事管理に係る保安規定第１９条を受けた保修業務に係る複

数の基準(保修基準、土木建築基準)の間で、第２項に関連する附則の適用の扱いに差異

が認められた。当該附則は、第１９条第２項で、工事の計画において他の号機への影響を確

認することが要求されているが、新規制基準に適合した号炉が運転を開始する段階(保安

規定の施行日)から適用することを定めたものである。 

事業者の従来からの内部規定では、附則の有無にかかわらず品質保証上の要求事項と

して、工事を計画・実施する際には他設備への影響の有無を確認するプロセスを求めており、

それを担保しつつ各々の基準を改正しようとした結果、一方では反映し一方では反映されて

いないという異なる記載となったものである。 

結果として、これによる運用上の差異は発生せず、いずれも他設備、他号機への影響の

有無等は確認される仕組みとなっていること、現在申請中の３／４号機の保安規定認可後

に是正される予定であることを確認した。 

「工事管理の実施状況（抜き打ち検査）」については、廃止措置段階において行われてい

る点検等の作業が関連法令とともに定められた規定類に基づき、適切に管理された状態で

実施され、火災対策、放射線防護対策等を含む安全管理が適切に実施されていることを

確認するため、検査を行った。検査は現場巡視において、掲示されている作業指示書、KY

活動ボードに記載されている内容等を確認するほか、配管系統の隔離タグの取付・表示状

況、資機材の仮置許可、火気使用の許可、消火器の配置及び消火栓の点検実績等全

般について確認し、関連法令を含む事項が適切に遵守されていることを現場で確認した。 

保安検査実施期間中の日々の廃止措置管理状況については、事業者からの廃止措置

管理状況の聴取、記録の確認、施設の巡視等を行った結果、特に問題がないことを確認し

た。 

以上のことから、今回の保安検査を総括すると、選定した検査項目に係る保安活動は、

良好なものであったと判断する。 

 

（２）検査結果 

①廃止措置計画の認可を踏まえた検査 

廃止措置に伴う保安規定が認可され施行されたことから、実際の業務遂行に必要な事
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項を定める下位規定に廃止措置に伴う所要の要求事項を確実に反映し、適切に運用され

ていることを確認するため、検査を実施した。 

検査の結果、以下のとおり規定類が適切に制改正され、廃止措置業務の遂行に支障の

ない状態に整備されていること、制改正された規定類に従って適切に業務が実施されている

ことを確認した。  

 

１）第２章 品質保証 

品質保証については、規定文書体系における改廃が適正かつ廃止措置の業務に対し

て適切に行われていること及び規定類の変更に係る活動が変更の漏れや内容の不整合を

生じないように適切に管理されていることを確認するとともに、保安規定第３条の品質保証

計画が廃止措置に伴い、関連規定等新たな追加・変更等が適切に反映され、記述の適

正化が図られていることを以下のとおり確認した。 

廃止措置に係る保安規定の変更に伴い、保安規定変更申請、補正申請に伴う既存

の下位文書の制定改廃の要否に関して「技術基準(１、２号) 資料―１４ 設備・運用方

法等変更時の管理要領」に基づいて、各課が所管する基準、要領等の変更要否等を確

認するとともに変更内容の確認が行われていること、また、各文書の変更内容については複

数の課に関連する内容等を担当者間で確認の上、所管する文書の変更修正がなされて

いることを「変更要否チェックシート(様式‐１)」により確認した。これらの確認後、「保安活動

に関する文書及び記録の管理基準」に基づき、定められた手順によって文書が制改正され

ていることを「異常時通報連絡処置基準」等の「制定改廃書」により確認した。 

 

【第３条 品質保証計画】 

廃止措置段階における品質保証活動を実施する品質マネジメントシステムを確立する

ために定められた品質保証計画では業務の計画として発電炉における運転管理に替わっ

て廃止措置管理が追加され、また、廃止措置管理に必要な基準・規定類が新たに追加

されるとともに不要な規定文書が削除されている。そのため、発電炉で要求される項目に

加え、廃止措置段階における品質保証計画で新たに要求されるプロセスや文書等を網

羅する形で「品質マニュアル（基準）」が変更修正されていることを「品質マニュアル（基準）

制定改廃書」等により確認した。 

なお、保安規定を遵守する上で特に支障はないが、改定された一部の関連する基準間

に整合性が取られていない点 (後述)が認められた。 

 

２）第３章 保安管理体制 

保安管理の体制については、これまでの原子炉主任技術者の規定が削除され、新たに

廃止措置主任者が規定されたため、保安に係る組織・会議体に関する規定類に変更事

項が反映されていることを確認した上で、その選任及び職務に係る事項を以下のとおり確

認した。 
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【第８条 廃止措置主任者の選任】 

廃止措置主任者の選任については、「廃止措置主任者の保安監督に関する基準」が

新たに制定され、その中で廃止措置主任者の選任要件として、要求する資格又は必要と

する専門的知識に係る教育事項等が具体的に定められていることを確認した。 

また、その規定に基づいて、原子炉主任技術者の資格を有する相当職位の職員が選

任されていることを代行者の指定を含めて「設備別各種主任者一覧表」により確認した。 

あわせて廃止措置に係る保安規定の変更に伴い、従来の１号炉における原子炉主任

技術者の解任届が法令に基づいて行われていることを「原子炉主任技術者解任届」及び

指示書「原子炉主任技術者の選解任について」により確認した。 

廃止措置に係る当該保安規定が施行されるにあたって、施行前日までに発生した記録

のうち、改正前の保安規定で求められている原子炉主任技術者固有の職責に関わる事

項については、施行前日までに原子炉主任技術者により適正な確認が行われていること、

廃止措置段階においても継続する業務に係るものは、施行日をもって廃止措置主任者に

引き継がれていることを「技術基準(１，２号) 資料４－２ 主任者引継要領」の規定に基

づく「引継書」、「当直課長引継簿」等により確認した。  

 

３）第４章 廃止措置管理 

廃止措置管理については、廃止措置段階における施設運用体制の確認、運転停止に

係る恒久的措置、安全貯蔵措置、工事の計画及び実施、施設運用上の基準に関する

事項について、下位規定類の改正状況を以下のとおり確認した。 

 

【第１１条 運転員の確保】 

発電用原子炉の運転において運転員の知識、必要な構成人員が法令等に定められ

ているが、「廃止措置の認可を受けた場合にはこの限りではない」との記載があり、廃止措

置施設の運転員の確保に対する要求はないが、使用済燃料を保有していることや廃止

措置を進める上で機器の運転操作や故障時の対応等が必要なことから、本条項におい

て発電用原子炉の運転を行うものとは区別して運転員の確保を定めている。これを確実

に実施するために、１直当たりの運転員の人数及び常時中央制御室に確保する人数とそ

の資格を「運転基準（１，２号）総括編 第２編１Ⅰ－２運転員の業務」に定めていること

を確認した。 

 

【第１５条 原子炉の運転停止に関する恒久的な措置】 

原子炉の運転停止に関する恒久的な措置における、燃料移送管隔離弁の閉止・施

錠管理については、燃料以外を移送する場合に直ちに閉止できることを条件に隔離弁閉

止の解除を許可することができるとされている。本規定は、原子炉を再起動させないための

保全措置を求めるものであるが、維持管理や廃止措置に係る何らかの機材を使用済燃
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料ピットと原子炉キャビティ間で移送する必要が生じた場合に最小限の運用を許容するも

のである。その場合、工事等を主管する課長が所長の承認を得て発電第一課に解除等

の操作を依頼することとなっている。 

所長の承認により解除する場合は、発電第一課当直課長が技術第一課長から鍵を

借り受けて解錠し、作業終了後、直ちに閉止し施錠できるように、鍵を管理する仕組みと

なっていることを「燃料管理基準(１，２号) 第２編」「運転基準(１，２号) 総括編第２編」、

「保安規定に基づく保修業務要領(１，２号)」により確認した。 

また、施錠状態が維持されていることの確認は、発電第一課当直員による巡視により１

日３回確認することを「GN-1 巡視チェックシート」により確認した。 

 

【第１７条 電源機能喪失時等の体制の整備】 

改正により重大事故等に係る記述が追加されたが、下位規定における運用に係る変

更事項は特にないことを「保安規定に基づく保修業務要領（１，２号）」により確認した。 

ただし、廃止措置段階における要求事項として蒸気発生器及び復水タンクへの給水に

対する要求がなくなったことから、水源確保に係る要員を見直し、従来の１６名を１１名に

変更した。変更に際し、そのための検討を行い実際の訓練による検証を行っており、適切

な検討プロセスを経て規定類の見直しが図られていることを「全交流電源喪失時の措置に

係る要員削減再検証の結果に基づく対応について」により確認した。 

 

【第１８条 安全貯蔵措置】 

各課長は廃止措置計画に基づく安全貯蔵の対象範囲について、安全貯蔵期間中に

講じる措置を定めるとなっており、安全管理第一課長は貯蔵範囲、期間、貯蔵隔離状

況の確認等の安全貯蔵措置を講じるようを定めていることを「放射線管理基準（１，２号）」

及び「放射線管理要領（１，２号）添付資料―３０安全貯蔵措置管理要領」により確認

した。また、安全管理第一課が発行する「安全貯蔵範囲設定・解除通知票」を受領後、

安全貯蔵範囲の系統及び機器・設備の隔離、復旧作業を行い安全管理第一課に連

絡すること、また、定期的な巡視により安全貯蔵措置期間中の隔離状態が適切に維持さ

れていることを「安全貯蔵措置状態確認チェックシート」及び「総合点検チェックシート」によ

り確認することが「運転基準（１，２号） 総括編第２編１Ⅰ－２」及び「保安規定に基づく

保修業務要領（１，２号）」に定められていることを確認した。  

 

【第１９条 工事の計画及び実施】 

廃止措置に係る工事の計画及び実施において、適切なプロセスにより実施することが求

められている。第１項では工事の計画、設計管理、調達管理及び作業管理に係る事項

であるが、これらについては、従来から「設計・調達管理基準」等の下位規定で適切に管

理されているが、改めて「保修基準(１，２号)」、「土木建築基準」等の規定の該当項目を

廃止措置業務に対応した要求事項として追記するなど所要の改定が実施されていること



   

6 
 

を確認した。 

ただし、保修第一課の業務を規定する「保修基準(１，２号)」では保安規定の附則２＊

の内容を反映し、第１９条の第２項を今回の改正では記載しなかったのに対して、土木建

築課の業務を規定する「土木建築基準」では、保安規定の附則を直接反映せず、第１９

条の第２項を記述している。 

前者の場合は、保安規定第１９条第１項の工事管理、設計管理、調達管理及び工

事管理を保修基準等に反映する中で、既存の「設計・調達管理基準」ほかの規定を引

用し適用することで他の２～４号機が停止中であっても１号炉の他の設備及び他号炉に

影響を与えないことを担保している。後者の場合は、２～４号機が停止中であっても他設

備、他号機への影響の有無の確認が必要なことに変わりがないため、今回の改定におい

ては附則２＊に関わらず第２項の内容を反映している。 

記載の統一性はないものの、いずれの場合も他設備への影響確認を行うことを確実にし

ているため、事業者の実際の活動は、不具合を生じるおそれはないものと判断する。事業

者は、この不整合に対して３／４号機が設置変更の許可を受け保安規定の改定が認可

された後、その施行に合わせて「保修基準(１，２号)」を改正する予定であることから、引き

続き保安検査等でみていくものとする。 

なお、同条第２項の規定で要求されている工事計画にあたり、工事が他の号機の原子

炉施設に影響を及ぼさないことを確認する要求については、従来から「設計・調達管理基

準」ほかの関連下位規定により設計、調達、作業の計画・実施の各過程で確認する仕

組みになっている。また、これまでの保安検査においてもその遵守状況は良好であることを

確認している。  

 

*：附則２ 第１９条(工事の計画及び実施)第２項の規定については、２号炉、３号炉及

び４号炉のうち、最初の原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規則の整

備に関する規則の施行に伴う原子炉設置変更の許可及び原子炉施設保安規定変更

の施行日から適用する。 

 

【第２１条 使用済燃料ピットの水位及び水温】 

施設運用上の基準として使用済燃料が使用済燃料ピットに貯蔵されている期間の水

位と水温を定めており、この管理を確実に実施するために、当直課長が１日に１回の頻度

で使用済燃料ピットの水位と水温を確認し、当直課長引継簿に記録することとしているこ

とを「運転基準（１，２号） 総括編第２編 廃止措置段階の運転基準総則」及び「１Ⅰ-

２-（２）日常業務」により確認した。また、使用済燃料ピットの水位が基準を満足しない場

合には、使用済燃料のピット内での移動を中止することを定めていることを「保安規定に基

づく保修業務要領（１、２号）」により確認した。 
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４）第５章 燃料管理 

廃止措置段階においては、炉心への燃料の再装荷が行われないことから従来の保安規

定にある燃料の検査及び燃料の取替等に関する規定は削除され、新燃料及び使用済燃

料の貯蔵管理における臨界防止措置に対する要求事項が追加されたことから、この内容

が下位規定へ反映されていることを以下のとおり確認した。 

 

【第２６条 新燃料の貯蔵及び第２７条 使用済燃料の貯蔵】 

新燃料及び使用済燃料の貯蔵に関して、使用済燃料ピット内で燃料を配置変更する

場合には臨界に達しないことをあらかじめ評価することが新たに求められている。これに対し

て、技術第一課長は燃料配置変更に係る未臨界性評価結果が制限値を満足している

ことを確認し、廃止措置主任者及び所長に報告した後、実施計画を策定することを「燃

料管理基準（１，２号）第２編」に定めていることを確認した。 

なお、現時点で１号機の新燃料保管庫及び使用済燃料ピットに貯蔵されている燃料

体数を「燃料管理基準（１，２号） 第２編新燃料貯蔵庫貯蔵記録」及び「使用済燃料

ピット貯蔵記録」により確認するとともに、それらの燃料の貯蔵状況を「燃料管理基準（１，

２号）」で定めた頻度で巡視点検を実施していることを「燃料等貯蔵施設巡視点検チェッ

クシート」により確認した。 

 

５）第６章 放射性廃棄物管理 

放射性廃棄物管理については、廃止措置における汚染除去に伴い新たに発生する使

用済樹脂の管理に係る事項が規定類に反映し、管理が適正になされる仕組みができてい

ること、１号機が運転を停止したことによる放出基準等が適正に見直されていることを以下

のとおり確認した。 

 

【第２９条 放射性固体廃棄物の管理】 

廃止措置に伴う廃棄物管理に係わる事項について、系統除染で新たに発生する使用

済樹脂の取り扱い及び貯蔵等に係る運用要領について聴取した。汚染の除去に伴い発

生する使用済樹脂については、「放射線管理基準(１，２号)」及び「放射線管理要領(１，

２号) 添付資料-１４ 放射性固体廃棄物管理要領」に汚染の除去に伴い発生する使

用済樹脂の取り扱いについて新たに追記する等の改正を行うとともに、実際の運用におい

ては１号機側の使用済樹脂貯蔵タンクSRST（1A）を指定し、通常の脱塩塔使用済樹脂

と混在しない運用とすることとし、運転連絡票「使用済樹脂貯蔵タンクの運用基準変更に

ついて」により周知していることを確認した。 

また、その貯蔵量については、系統除染により発生する使用済樹脂の量及び線量等を

見積もり、所要の貯蔵容量を確保していることを「放射線管理要領(１，２号) 添付資料

－１４ 放射性固体廃棄物管理要領」及び運転連絡票「使用済樹脂貯蔵タンクの運用
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基準変更について」により確認した。 

 

【第３１条 放射性液体廃棄物の管理及び第３２条 放射性気体廃棄物の管理】 

放射性液体廃棄物及び放射性気体廃棄物の放出管理については、１号機が運転を

終了し、発生する放射性廃棄物の放出量が少なくなっている。 

そのため、新たに設定された放出管理目標が適切な算出根拠に基づいており、下位規

定に反映していることを「放射線管理要領(１，２号) 添付資料-１５ 放射性液体廃棄

物管理要領」及び「放射線管理要領(１，２号) 添付資料-１６ 放射性気体廃棄物管

理要領」により確認した。 

 

【第３３条 放出管理用計測器の管理】 

放出管理用計測器の管理について、保安規定が２号機ほかと１号機が第１編、第２編

にそれぞれ別れて定められたことから、１号機と２号機で共用するものと１号機固有のものと

の区別を踏まえて適切に下位規定に数量及び取り扱いが定められていることを排気筒モニ

タ及び廃棄物処理設備排水モニタについては「保安規定に基づく保修業務要領(１，２

号)」、試料放射能測定装置については「放射線管理要領 添付資料-１０ 放射線計

測器の要領管理」により確認した。 

 

６）第７章 放射線管理 

放射線管理については、廃止措置施設における管理区域の設定解除に関する変更等

の有無について、また、放射線計測器管理が２号機ほかと１号機が第１編、第２編にそれ

ぞれ別れて定められたことから、これらの変更が規定類等に適切に反映されていることを以

下のとおり確認した。 

 

【第３５条 管理区域の設定・解除】 

管理区域の設定解除については、廃止措置に伴う区分の変更は一時的なものも含めて

現時点ではないことを聴取により確認した。 

 

【第４４条 外部放射線に係る線量率等の測定】 

外部放射線に係る線量率等の測定頻度について、「実用発電用原子炉の設置、運転

等に関する規則」に基づき定められ、廃止措置施設における使用済燃料の貯蔵施設は毎

日１回、それ以外の施設では１週間に１回と定められたことから、下位文書に適切に反映さ

れていることを「放射線管理基準（１，２号）」等により確認した。 

 

【第４５条 放射線計測器類の管理】 

第３３条の放出管理用計測器の管理と同様に、保安規定が２号機ほかと１号機が第１

編、第２編にそれぞれ分かれて定められたため、号機間で共用するものと１号機固有のもの
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との区別を踏まえて適切に下位規定に数量及び取り扱いが示されていることをモニタリング

ポスト、モニタリングステーション及びエリアモニタについては「保安規定に基づく保修業務要

領(１，２号)」、被ばく管理用計測器、環境放射能用計測器、試料放射能測定装置及

びサーベイメータ等放射線管理用計測器については「放射線管理要領(１，２号) 添付資

料-１０ 放射線計測器の管理要領」により確認した。 

 

７）第８章 保守管理 

保守管理については、廃止措置に伴い、今後維持すべき設備が明確に規定され、保全

方式や必要な点検頻度等の見直しが実施された上で点検計画を適切に作成していること

を以下のとおり確認した。 

 

【第５０条 保守管理計画】 

廃止措置に伴って維持すべき設備については、「廃止措置計画認可申請書」添付書類

の中で維持管理対象設備として記載されており、これらが「保全プログラム運用要領(１，２

号) 添付資料７.点検計画表」及び土木建築課所掌の設備については「土木建築業務

要領 添付資料６.点検計画表」に反映されていることを確認した。また、維持管理対象設

備ではないが、廃止措置に伴い保全方式又は点検頻度を見直したものについては、これら

が点検計画表及び長期点検計画に反映されていることを確認した。 

なお、１号機の設備のうち、中央制御室非常用換気空調設備のような２号機との共用

設備については、今後は２号機の保守管理下において維持管理されることになっていること

を「廃止措置計画認可申請書」、「運転基準(１，２号)」及び「保全プログラム運用要領(１，

２号)」により確認した。 

また、１号機の非常用ディーゼル発電機については、１号機としての保安規定上の動作

可能要求等の規定はなく定例試験は要求されないが、保安規定第１編附則第２項により、

停止中の２号機の非常用ディーゼル発電機が計画的な点検等のため動作不能となる場

合、２号機側の非常用発電機とみなされる期間がある。この場合、２号機の保安規定の

要求に従い定例試験として起動試験を行い、動作可能であることの確認が求められる。そ

のため、１号機側の保守管理としては、従来と同様に時間基準保全方式による負荷試験

を含む定期的な点検が行われることを「運転基準(1，２号) 総括編第１編及び第２編」及

び同「定期試験編」、並びに「保修基準(１，２号)」及び「保全プログラム運用要領(１，２

号)」により確認した。 

 

８）第９章 非常時の措置 

廃止措置段階の保安規定制定に伴い、原子炉主任技術者が解任され廃止措置主

任者が選任されることとなったとなったことから、第５１条の原子力防災組織及び第５５条の

通報経路などの変更が反映されていること、また、資機材の数量等に変更がないことを「非

常事態対策基準」により確認した。 
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９）第１０章 保安教育 

従来の保安教育の項目に対して、廃止措置業務に係る教育内容が加わっていることか

ら、所員に対する保安教育が適切に行われていることを以下のとおり確認した。 

 

【第６３条 所員への保安教育】 

教育訓練基準に基づく保安教育として、発電第一課、保修第一課及び安全管理第

一課に対して、廃止措置に係る保安規定及び関連規定類の改正内容が、保安規定施

行までに教育、周知されていることを「教育訓練基準」、各課「教育訓練要領」及び「保安

教育訓練実施報告書」により確認した。 

関連事項として、各課の所員に対する力量管理についても廃止措置業務を遂行するの

に必要な関連事項の教育が実施され、力量が認定されていることを確認するため検査を

行った。各課の力量管理の項目には、必要に応じて廃止措置業務に係る規定類の変更

内容などに関する事項が追加されており、それらの教育を受講し廃止措置に係る保安規

定の施行日までに力量が付与されていることを各課の「力量評価表」及び「教育訓練実施

報告書」により確認した。 

 

以上のことから、当該検査項目に係る保安規定の遵守状況は良好であると判断する。 

 

②工事管理の実施状況（抜き打ち検査） 

廃止措置段階において行われている点検等の作業が、関連法令及び定められた規定類

に基づき適切に管理された状態で実施され、火災対策、放射線防護対策等を含む安全

管理が適切に実施されていることを確認するため、検査を行った。 

検査の結果、現場において掲示されている作業指示書、KY 活動ボードに記載されている

内容等が当日の作業に対して的確なもので必要な注意事項等が示達されていることを確

認したほか、作業に係る配管系統の隔離タグの取付・表示状況、資機材の仮置許可、火

気使用の許可、消火器の配置及び消火栓等の点検実績等全般について確認し、関連法

令を含む事項等を適切に遵守し点検等の作業を実施していることを現場で確認した。 

以上のことから、当該検査項目に係る保安規定の遵守状況は良好であると判断する。 

 

 

（３）違反事項 

なし 

 

５．特記事項 

なし 
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（別添１：１/３） 

保安検査日程 

                                                                                                     

月日 ５月２２日(月) ５月２３(火) ５月２４日(水) ５月２５日(木) ５月２６日(金) 5 月 27 日（土） ５月 28 日（日） 

午前 

 

●初回会議 

●廃止措置管理状況の

聴取及び記録確認 

●中央制御室の巡視 

 

●検査前会議 

●廃止措置管理状況の

聴取及び記録確認 

●中央制御室の巡視 

○廃止措置計画の認可を

踏まえた検査 

●検査前会議 

●廃止措置管理状況の聴

取及び記録確認 

●中央制御室の巡視 

●検査前会議 

●廃止措置管理状況の

聴取及び記録確認 

●中央制御室の巡視 

○廃止措置計画の認可を

踏まえた検査 

●検査前会議 

●廃止措置管理状況の聴

取及び記録確認 

●中央制御室の巡視 

○廃止措置計画の認可を

踏まえた検査 

 

  

午後 

 

○廃止措置計画の認可

を踏まえた検査 

 

●チーム会議 

●まとめ会議 

○廃止措置計画の認可を

踏まえた検査 

 

●チーム会議 

●まとめ会議 

●現場巡視 

 (１号機管理区域) 

 

●チーム会議 

●まとめ会議 

●現場巡視 

 (１号機管理区域) 

◇工事管理の実施状況 

●チーム会議 

●まとめ会議 

 

 

 

●チーム会議 

●まとめ会議 

 

 

 

勤務 

時間外 
       

○：基本検査項目 ◎：保安検査実施方針に基づく検査項目 ◇：抜き打ち検査項目 ●：会議／記録確認／巡視等 

５月２２日（月）の初回会議及び６月９日（金）の最終会議は、２～４号機の保安検査と合わせて実施。また、５月２２日（月）～６月８日（木）において、６月６日（火）の一部を除き、２～４号機の保安検

査を実施。 

 
 
 
 

  



   

 
 

12 

（別添１：２/３） 

保安検査日程 

 

月日 ５月２９日(月) ５月３０日(火) ５月３１日(水) ６月１日(木) ６月２日(金) ６月３日（土） ６月４日（日） 

午前 

 

       

午後 

 

      

 

 

勤務 

時間外 
       

○：基本検査項目 ◎：保安検査実施方針に基づく検査項目 ◇：抜き打ち検査項目 ●：会議／記録確認／巡視等 
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（別添１：３/３） 

保安検査日程 

 

月日 ６月５日(月) ６月６日(火) ６月７日(水) ６月８日(木) ６月９日(金) ６月１０日（土） ６月１１日（日） 

午前  

 

     

午後 

 

○廃止措置計画の認可を

踏まえた検査 

 

●チーム会議 

●まとめ会議 

 

 

 

  

 

 

 

●まとめ会議 

●最終会議 

 

 

 

勤務 

時間外 
       

○：基本検査項目 ◎：保安検査実施方針に基づく検査項目 ◇：抜き打ち検査項目 ●：会議／記録確認／巡視等 
 
 


